海外事例紹介
　電子政府・電子自治体の実現においては、行政サービスの質的な向上や安全性の確保、あるいは住民サービスにおける利便性向上を目的として、ICカードの活用が重視されています。特に、フィンランドでは、健康保険証や自治体の行政カード（city card）を初めとしてICカードが広く普及していることを背景に、セキュアな統合行政サービスを実現するため、国民の識別機能（IDカード）とデジタル署名の機能を兼ね備えた多機能ICカード（FINEIDカード）の導入が政府、自治体、民間企業が協力して1999年から進められています。このフィンランドの取組みは、世界で最先端をいくものと評価されています。
　また、フィンランドの自治体では、早くから、障害者や高齢者向けの公共交通機関の無料乗車券等、様々な行政サービスでICカードが利用されてきています。現在、自治体では、行政カードとFINEIDカードの統合を進めています。この結果、市職員や生徒・学生，高齢者などの身分証明、市営図書館における図書の貸出や小額料金の支払い、市営プールなどの公共施設におけるチケット、市営駐車場の利用料金支払いなど広範な機能が、1枚のICカードで実現されます。
今回紹介させていただく事例はフィンランド北部の代表的な都市であるヴァンター市で、人口はおよそ２０万人、同国第４の都市です。

　ヴァンター市は国際空港を持ち、ＩＴ産業の育成に力を入れています。古くから市の政カードを導入し、幅広い行政サービスで活用してきました。たとえば、市の図書館やスポーツ施設などの利用、高齢者や障害者の無料交通券などがあります。また、政府が整備している国民ＩＤカード（ＦＩＮＥＩＤ）への対応も　早くから取り組んでいます。

［FINEIDカード］　　　　　　　　　　　［自治体の行政カード］
[image: image1.png]AR





[image: image2.png]SUOMI FINL, FINLAND FINNLAND
HENKILOKORTTY nnm%nmvm CARD/PERSONALAUSWEIS

1 mmucm.. MATKAILIJA

MATTI





　
［ICカードを利用できるキオスク端末］
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